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Ⅰ 匝瑳市予算の状況 

 

 

（単位：千円，％）

増減率

14,470,000 14,864,000 ▲ 394,000 ▲ 2.7

6,470,985 6,473,060 ▲ 2,075 0.0

430,406 408,575 21,831 5.3

3,297,828 3,202,820 95,008 3.0

収益的支出 2,892,000 2,910,600 ▲ 18,600 ▲ 0.6

資本的支出 177,476 222,417 ▲ 44,941 ▲ 20.2

13,268,695 13,217,472 51,223 0.4

27,738,695 28,081,472 ▲ 342,777 ▲ 1.2

特
別
会
計 病院事業会計

小　　　　計

合　　　　　　　計

介 護 保 険 特 別 会 計

平成28年度 増減額

後期高齢者医療特別会計

会　　　計　　　名

一 般 会 計

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

平成29年度

  

一般会計の予算規模は、１４４億７，０００万円。前年度当初予算と比べて、３億９，

４００万円（２．７％）減少しました。 

また、国民健康保険特別会計などの４特別会計を加えた予算総額は、２７７億３，８６

９万５千円となり、前年度当初予算との比較では３億４，２７７万７千円（１．２％）の

減少となりました。 

当初予算額の推移 （単位：百万円，％）

予算額 前年比 予算額 前年比 予算額 前年比 予算額 前年比

一般会計 15,190 ▲ 3.3 14,580 ▲ 4.0 14,864 1.9 14,470 ▲ 2.7

特別会計 12,265 1.8 13,123 7.0 13,217 0.7 13,269 0.4

合計 27,455 ▲ 1.1 27,703 0.9 28,081 1.4 27,739 ▲ 1.2

※百万円未満は四捨五入

平成26年度 平成27年度 平成29年度平成28年度
区分

 

一般会計の予算規模は、公債費は増加するものの、吉田小学校屋内運動場改築事業の終

了や認定こども園建設を含む保育所施設整備事業費などの普通建設事業費が減少している

ことなどから、前年度当初予算と比べて減少しています。 

また、特別会計の予算規模は、建設改良費の減少などにより病院事業会計は減少するも

のの、後期高齢者医療特別会計における後期高齢者医療広域連合納付金の増加や介護保険

特別会計における保険給付費の伸び、介護予防・生活支援サービス事業の開始などにより、

前年度当初予算と比べて増加しています。

財政課財政班 

0479-73-0085 
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Ⅱ 一般会計予算の状況 

１ 歳入の状況                                  

（単位：千円，％）

1. 市 税 3,737,558 25.8 3,695,487 24.9 42,071 1.1
2. 地 方 譲 与 税 180,000 1.2 190,000 1.3 ▲ 10,000 ▲ 5.3
3. 利 子 割 交 付 金 2,000 0.0 4,000 0.0 ▲ 2,000 ▲ 50.0
4. 配 当 割 交 付 金 10,000 0.1 10,000 0.1 0 0.0
5. 株式等譲渡所得割交付金 15,000 0.1 15,000 0.1 0 0.0
6. 地 方 消 費 税 交 付 金 600,000 4.1 650,000 4.4 ▲ 50,000 ▲ 7.7
7. 自 動 車 取 得 税 交 付 金 39,000 0.3 38,000 0.3 1,000 2.6
8. 地 方 特 例 交 付 金 10,000 0.1 10,000 0.1 0 0.0
9. 地 方 交 付 税 4,680,000 32.3 4,660,000 31.3 20,000 0.4
10. 交通安全対策特別交付金 7,000 0.0 7,000 0.0 0 0.0
11. 分 担 金 及 び 負 担 金 333,219 2.3 345,935 2.3 ▲ 12,716 ▲ 3.7
12. 使 用 料 及 び 手 数 料 79,714 0.6 80,481 0.5 ▲ 767 ▲ 1.0
13. 国 庫 支 出 金 1,660,592 11.5 1,949,391 13.1 ▲ 288,799 ▲ 14.8
14. 県 支 出 金 971,917 6.7 1,030,610 6.9 ▲ 58,693 ▲ 5.7
15. 財 産 収 入 41,351 0.3 43,189 0.3 ▲ 1,838 ▲ 4.3
16. 寄 附 金 15,003 0.1 9,759 0.1 5,244 53.7
17. 繰 入 金 356,482 2.5 379,841 2.5 ▲ 23,359 ▲ 6.1
18. 繰 越 金 150,000 1.0 150,000 1.0 0 0.0
19. 諸 収 入 256,364 1.8 277,307 1.9 ▲ 20,943 ▲ 7.6
20. 市 債 1,324,800 9.2 1,318,000 8.9 6,800 0.5

14,470,000 100.0 14,864,000 100.0 ▲ 394,000 ▲ 2.7
10,404,941 71.9 10,375,187 69.8 29,754 0.3
4,065,059 28.1 4,488,813 30.2 ▲ 423,754 ▲ 9.4
4,969,691 34.3 4,981,999 33.5 ▲ 12,308 ▲ 0.2
9,500,309 65.7 9,882,001 66.5 ▲ 381,692 ▲ 3.9

平成28年度 増　　　減
増減率

款
平成29年度

構成比予算額 予算額

依 存 財 源

合　　　　　計
一 般 財 源
特 定 財 源
自 主 財 源

増減額構成比

 

（１）市税は、家屋の新築・増築などによる固定資産税の増加や標準税率引き上げ及び重

課税率適用による軽自動車税の増加などにより、４，２０７万１千円の増となってい

ます。 

（２）地方交付税は、前年度に比べ２，０００万円の増となっていますが、合併算定替の

段階的縮減などに伴い、平成２８年度決算見込額と比べると、１億７，５００万円程

度減少する見込みとなっています。 

（３）国庫支出金は、保育所等整備交付金や防災・安全交付金、学校施設環境改善交付金

などの減少により、２億８，８７９万９千円の減となっています。 

（４）県支出金は、認定こども園施設整備交付金や参議院議員選挙費委託金などの減少に

より、５，８６９万３千円の減となっています。 

（５）繰入金は、社会福祉振興基金や財政調整基金などからの繰り入れが減少したことに

より、２，３３５万９千円の減となっています。 

（６）市債は、合併特例事業債などが減少するものの、図書館空調設備改修事業債や非構

造部材耐震改修事業債などの増加により、６８０万円の増となっています。 
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２ 歳出の状況 

目　的　別 （単位：千円，％）

198,526 1.4 202,667 1.4 ▲ 4,141 ▲ 2.0
1,662,049 11.5 1,760,515 11.8 ▲ 98,466 ▲ 5.6
5,126,476 35.4 5,282,935 35.5 ▲ 156,459 ▲ 3.0
1,739,120 12.0 1,638,601 11.0 100,519 6.1

600,849 4.1 578,176 3.9 22,673 3.9
210,657 1.4 228,246 1.5 ▲ 17,589 ▲ 7.7
934,837 6.5 988,125 6.7 ▲ 53,288 ▲ 5.4
703,660 4.9 721,931 4.9 ▲ 18,271 ▲ 2.5

1,705,406 11.8 1,979,993 13.3 ▲ 274,587 ▲ 13.9
16 0.0 16 0.0 0 0.0

1,563,403 10.8 1,457,794 9.8 105,609 7.2
1 0.0 1 0.0 0 0.0

25,000 0.2 25,000 0.2 0 0.0
14,470,000 100.0 14,864,000 100.0 ▲ 394,000 ▲ 2.7

増減額 増減率
平成29年度

構成比
平成28年度

構成比予算額 予算額

13.
合　　　　　計

総 務 費

土 木 費

増　　　減
款

消 防 費
教 育 費

議 会 費

9.

諸 支 出 金

1.
2.
3.
4. 衛 生 費

民 生 費

農林水産業費
商 工 費

5.
6.
7.
8.

予 備 費

11.
災 害 復 旧 費
公 債 費

10.

12.

 

（１）総務費は、電子計算処理事業費や資産税事務費、参議院議員選挙費などの減少によ

り、９，８４６万６千円の減となっています。 

（２）民生費は、生活保護扶助費などが増加するものの、保育所施設整備事業費や臨時福

祉給付金給付事業費などの減少により、１億５，６４５万９千円の減となっています。 

（３）衛生費は、環境衛生組合負担金などが減少するものの、東総地区広域市町村圏事務

組合一般廃棄物処理事業特別会計負担金や病院事業会計助成事業費などの増加により、

１億５１万９千円の増となっています。 

（４）土木費は、市道９１８２号線（東谷）道路改良事業費や都市公園維持管理費などが

増加するものの、橋りょう補修に係る道路維持事業費などの減少により、５，３２８

万８千円の減となっています。 

（５）教育費は、図書館空調設備の改修に係る施設維持管理費やドーム改修事業費などが

増加するものの、吉田小学校屋内運動場改築事業の終了やタブレットＰＣへの更新整

備完了に伴う教育用パソコン活用事業費などの減少により、２億７，４５８万７千円

の減となっています。 

（６）公債費は、借入利率の低下などにより利子は減少するものの、臨時財政対策債や合

併特例事業債などの元金償還金の増加により、１億５６０万９千円の増となっていま

す。 
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性  質  別 （単位：千円，％）

2,491,684 17.2 2,509,089 16.9 ▲ 17,405 ▲ 0.7
3,065,196 21.2 3,094,189 20.8 ▲ 28,993 ▲ 0.9
1,563,403 10.8 1,457,794 9.8 105,609 7.2
1,804,704 12.5 2,025,818 13.6 ▲ 221,114 ▲ 10.9

213,784 1.5 195,875 1.3 17,909 9.1
2,208,474 15.2 2,114,978 14.2 93,496 4.4

18,750 0.1 14,714 0.1 4,036 27.4
98,312 0.7 109,141 0.8 ▲ 10,829 ▲ 9.9
90,000 0.6 90,000 0.6 0 0.0

1,419,284 9.8 1,424,549 9.6 ▲ 5,265 ▲ 0.4
1,471,409 10.2 1,802,853 12.1 ▲ 331,444 ▲ 18.4
1,471,393 10.2 1,802,837 12.1 ▲ 331,444 ▲ 18.4

294,062 2.0 756,964 5.1 ▲ 462,902 ▲ 61.2
1,177,331 8.2 1,045,873 7.0 131,458 12.6

16 0.0 16 0.0 0 0.0
25,000 0.2 25,000 0.2 0 0.0

14,470,000 100.0 14,864,000 100.0 ▲ 394,000 ▲ 2.7
7,120,283 49.2 7,061,072 47.5 59,211 0.8
7,349,717 50.8 7,802,928 52.5 ▲ 453,211 ▲ 5.8

人 件 費

合　　　　　計

繰 出 金
投 資 的 経 費
普通建設事業費
補 助 事 業

公 債 費
物 件 費

扶 助 費

平成29年度 平成28年度 増　　　減

義 務 的 経 費

維 持 補 修 費
補 助 費 等

単 独 事 業

積 立 金
投 資 及 び 出 資 金
貸 付 金

任 意 的 経 費

増減額 増減率予算額 構成比予算額 構成比

災 害 復 旧 費
予 備 費

区　　　　 分

 

（１）扶助費は、生活保護扶助費や障害児支援給付費などが増加するものの、臨時福祉給

付金や児童手当などの減少により、２，８９９万３千円の減となっています。 

（２）公債費は、借入利率の低下などにより利子は減少するものの、合併特例事業債や臨

時財政対策債などの元金償還金の増加により、１億５６０万９千円の増となっていま

す。 

（３）物件費は、教育用コンピュータ整備事業委託料や電子計算処理事業に係る電算機器

等賃借料などの減少により、２億２，１１１万４千円の減となっています。 

（４）維持補修費は、小・中学校や幼稚園の施設修繕料などの増加により、１，７９０万

９千円の増となっています。 

（５）補助費等は、環境衛生組合負担金などが減少するものの、東総地区広域市町村圏事

務組合一般廃棄物処理事業特別会計負担金や病院事業会計補助金などの増加により、

９，３４９万６千円の増となっています。 

（６）投資的経費は、図書館空調設備の改修に係る施設維持管理費などが増加するものの、

吉田小学校屋内運動場改築事業の終了や保育所施設整備事業費などの減少により、３

億３，１４４万４千円の減となっています。 
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３ 基金の状況 

（単位：百万円）

平成28年度 平成29年度

末見込み 末見込み

合　　　計 5,396

土 地 開 発 基 金 346 346

東日本大震災復興基金

33 33

地 域 振 興 基 金

29 21

平成25年度 平成26年度

479 464

399

155

1,313 1,319

834

27

155

430

440

219

155

平成27年度区  　分

155

2,703

スポーツ推進基金 26

456

減 債 基 金 154

2,181

409 423

442

財 政 調 整 基 金

ふるさと振興基金

社会福祉振興基金

3,034

5,5835,466 5,579

1,276

27

1,279

5,395

27

東日本大震災復興交付金基金

2,8443,023

0 0

1,273

219219

27

0

17 7 1

 

（１）財政調整基金は、平成２８年度剰余金の積み立て１億５千万円を見込んでいます。

また、平成２９年度は３億４千万円の取り崩しを予定しています。 

（２）ふるさと振興基金は、ふるさと納税寄附金などの積み立て１千６百万円を見込んで

います。また、教育用備品購入費や市民協働推進事業などの財源として９百万円の取

り崩しを予定しています。 

（３）社会福祉振興基金は、保育所備品購入費の財源として、２百万円の取り崩しを予定

しています。 

（４）東日本大震災復興基金は、図書館管理費（書籍落下防止装置取付）や防災対策事業

などの財源として、６百万円の取り崩しを予定しています。 
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４ 地方債の状況 

（１）市債発行額について 

平成28年度 平成29年度

見込み 見込み

570,000662,430 637,198

平成26年度

1,324,800

537,927

2,011,298 1,450,627

平成27年度

434,000987,600

2,468,730計

区　  分

2,445,346

平成25年度

710,546臨時財政対策債

　　　　（単位：千円）

201,700

そ の 他 226,800 177,500 386,500 478,700 553,100

合併特例事業債 1,508,000 1,628,800

 

平成２９年度の市債発行額は、１３億２，４８０万円を見込んでいます。合併特例事業

債が減少することなどから、平成２８年度発行見込み（１２月補正後）と比べて１億２，

５８２万７千円の減となっています。 

  【平成２９年度合併特例事業債の内訳】 

   ・広域ごみ処理施設整備事業            ７，３５０万円 

   ・市道１１１３７号線（野手）道路改良事業   １億２，８２０万円 

    

（２）市債残高について 

平成28年度 平成29年度

末見込み 末見込み

3,233合併特例事業債 4,662

7,134

5,513 5,093 4,891 4,802 4,823

平成25年度

16,454計

区　  分

15,130

平成26年度

臨時財政対策債

そ の 他

6,384 6,699

平成27年度

17,203 17,26017,358

7,044

　　　　（単位：百万円）

5,512 5,3035,369

6,943

 

平成２９年度末の市債残高は、１７２億６千万円（市民一人当たり４６万円）となる見

込みです。これまで年々増加してきた市債残高については、合併特例債発行額の減少など

により、平成２８年度末の市債残高見込み（１２月補正後）と比べて９千８百万円減少し

ます。 

 

※ 臨時財政対策債については元利償還金の全額が、合併特例事業債についてはその７割

が交付税で措置され、市の財政負担は軽減されます。 
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Ⅲ 主要事業 

１ 目的別主要事業 

総務費では 

○出会い創出事業【拡大】                   １３２万４千円 

  人口減少抑制対策の一環として、婚活支援イベントを開催します。また、継続した

出会いの創出を図るため、結婚相談や未婚男女の引き合わせなどを行う婚活サポータ

ー制度を創設します。 

○市民協働推進事業【拡大】                  １９３万２千円 

市民協働のまちづくりを推進するため、地域の課題解決や地域の活性化を図る市民

活動団体の設立・事業の実施などを支援する市民提案型事業助成金を創設します。 

 ○地域交通利用料助成事業【拡大】                 ６１０万円 

   市内循環バスの利用が困難な高齢者を支援するため、これまで市内に限定していた

地域交通利用券の利用エリアを隣接市町まで拡大します。 

○津波避難タワー設置事業                 ７，８７０万１千円 

津波からの緊急的な一時避難のための施設として、栄地区に１００人収容できる津

波避難タワーを設置します。 

民生費では 

○保育所施設整備事業                   ８，３１６万１千円 

教育・保育環境の充実を図るため、保育所の大規模修繕、認定こども園の整備に要

する経費の一部を補助します。 

 ○施設型給付事業                   ６億９，９３９万８千円 

   教育・保育内容の充実を図るため、未就学児童が特定教育・保育施設（幼稚園、保

育所など）を利用する際、当該施設に対して施設型給付費を支給します。 

衛生費では 

○がん検診事業【拡大】                  ６，３２６万９千円 

各種がん検診に加え、胃がん検診受診者のうち希望者に対し、オプション検査とし

て胃がんリスク検査を実施します。 

○住宅用太陽光発電システム設置助成事業            ３１５万３千円 

地球温暖化防止及び地域における再生可能エネルギーの導入促進と、地域経済の活

性化を図るため、住宅用太陽光発電システムの設置者に対し補助金及び匝瑳共通商品

券による奨励金を交付します。 
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農林水産業費では 

○水田農業構造改革対策事業                ５，２４７万８千円 

飼料用米等の生産拡大を推進するため、生産調整を達成した飼料用米及び加工用米

生産者などに対し、飼料用米等生産拡大支援事業補助金を交付します。 

○青年就農者確保・育成給付金事業               １，４２５万円 

持続可能な力強い農業の実現に向けて新規就農者の増大を図るため、就農初期段階

の青年就農者を対象に、青年就農給付金を交付します。 

商工費では 

○商工業活性化支援事業【拡大】              １，３６６万６千円 

   商工会が実施するプレミアム付商品券発行事業などに加え、経営の基礎や開業手続

きなどの知識を習得する創業支援事業に対し、新たに補助金を交付します。 

 ○制度資金利子補給事業【拡大】                １，４７０万円 

   中小企業の育成・振興などを図るため、中小企業資金融資の支払利息に対し、利子

補給を実施します。また、市内の創業を支援するため、条件を満たした創業希望者が

低利に資金を確保できるよう、創業資金利子補給金を創設します。 

 ○企業誘致促進事業【新規】                    １００万円 

   市内への企業誘致及び雇用促進を図るため、企業誘致条例の条件を満たす事業者が

市民を新規に雇用した場合に、雇用１名につき２０万円の雇用奨励補助金を交付しま

す。（上限１，０００万円） 

 ○空き店舗活用支援事業【新規】                  １４０万円 

   地域課題となっている空き店舗の活用及び創業者の支援を図るため、市内の空き店

舗を賃借し事業を行う者に対し、店舗改修費の２分の１（上限８０万円）、賃料の２分

の１（上限月５万円、最大２年間）を補助します。 

土木費では 

○道路新設改良事業（事業費は目の総額）        ４億６，４７５万５千円 

市内の道路ネットワークの整備を推進するため、市民生活に密着した市道の新設改

良工事を実施します。 

○都市公園維持管理費                   ３，９６１万７千円 

各都市公園の維持管理に加え、老朽化したみどり平東公園野球場のバックネット改

修工事を実施します。 
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消防費では 

○消防施設整備事業                    ４，９１９万７千円 

消防車両更新計画に基づき、老朽化した小型動力ポンプ付積載車３台の更新・整備

を行います。 

教育費では 

○学校施設長寿命化計画策定事業【新規】            １，００２万円 

ライフサイクルコストの低減を図るため、国のインフラ長寿命化基本計画及び匝瑳

市公共施設等総合管理計画に基づき、長寿命化を図るための改修計画を策定します。 

 ○校務支援システム導入事業（小・中学校）【新規】      ２，０９９万３千円 

   小中学校教職員の業務効率化などを図るため、児童生徒の出欠席や成績情報などに

ついて、クラウドを活用してデータ管理する校務支援システムを導入します。 

 ○小学校トイレ大規模改造事業【新規】               ６８２万円 

   教育環境の質的向上を図るため、市内小学校における和式便器の洋式化などを含め

た、トイレの全面改修を計画的に実施します。 

 ○生涯学習センター改修事業【新規】            ２，１６１万５千円 

   施設利用者及び避難所としての安全性を確保するため、耐震改修の必要性が指摘さ

れている生涯学習センターについて、非構造部材耐震改修工事を実施します。 

 ○ドーム改修事業【新規】                   ７，３７１万円 

   施設利用者及び避難所としての安全性を確保するため、耐震改修の必要性が指摘さ

れている八日市場ドームについて、非構造部材耐震改修工事を実施します。 

 ○パークゴルフ場整備事業【新規】               １，１００万円 

   子どもから高齢者まで気軽に楽しめるスポーツ活動を推進するため、吉崎浜野外活

動施設内に、全１８ホール、広さ約２３，０００㎡のパークゴルフ場を整備します。 

 ○施設維持管理費【拡大】               ２億２，６１７万３千円 

   図書館・公民館の維持管理に加え、老朽化した八日市場図書館の空調設備改修工事

を実施します。 
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※
区
分
欄
、
｢新

｣は
新
規
事
業
、
｢拡

｣は
拡
大
事
業
、
空
欄
は
継
続
事
業
を
表
す
。

(
単
位
：
千
円
）

国
県
支
出
金

地
方
債

そ
の
他

一
般
財
源

秘
書
課

1
13
,0
26

20
35
0
12
,6
56

広
報
そ
う
さ
印
刷
･
発
行
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
シ
ス
テ
ム
運
用
保
守
に
係
る
経
費
。

2
33

33
広
聴
活
動
と
し
て
行
う
市
長
へ
の
手
紙
、
ま
ち
づ
く
り
ご
意
見
箱
、
市
長
と
語
る
会
「
ま
ち
づ
く
り
座

談
会
」
に
係
る
経
費
。

企
画
課

3
43
6

43
6
講
演
会
等
の
開
催
に
よ
り
、
男
女
共
同
参
画
の
円
滑
な
推
進
を
図
る
。

4
11
,8
86

11
,8
86

東
総
地
区
広
域
市
町
村
圏
事
務
組
合
一
般
会
計
負
担
金
。

5
18
,0
14

18
,0
12

2
市
民
の
連
帯
強
化
と
地
域
振
興
を
推
進
す
る
事
業
の
財
源
を
確
保
す
る
た
め
の
地
域
振
興
基
金
及
び
歴

史
・
伝
統
・
文
化
・
産
業
等
を
活
か
し
た
地
域
づ
く
り
を
推
進
す
る
た
め
の
ふ
る
さ
と
振
興
基
金
の
積

立
て
。

6
拡

1,
32
4

41
0

91
4
人
口
減
少
抑
制
対
策
及
び
後
継
者
対
策
と
し
て
、
男
女
の
出
会
い
の
場
を
提
供
す
る
等
の
婚
活
支
援
事

業
に
取
り
組
み
、
本
市
へ
の
転
入
・
定
住
に
結
び
付
け
る
。
（
婚
活
サ
ポ
ー
タ
ー
制
度
の
創
設
）

7
12
,0
17

6,
00
0

6,
01
7
匝
瑳
市
に
定
住
す
る
意
思
を
持
っ
て
転
入
し
、
新
築
又
は
中
古
住
宅
を
取
得
し
た
者
に
奨
励
金
を
交
付

す
る
こ
と
に
よ
り
、
人
口
減
少
の
抑
制
と
地
域
の
活
性
化
を
図
る
。

8
28
0

28
0
市
内
の
空
き
家
情
報
を
移
住
希
望
者
等
に
提
供
し
、
移
住
・
定
住
の
促
進
を
図
る
。

9
11
,1
82

68
11
,1
14

ふ
る
さ
と
納
税
制
度
を
活
用
し
、
財
源
の
確
保
と
地
元
産
品
の
Ｐ
Ｒ
を
図
る
。

10
69
,4
11

9,
44
1
59
,9
70

住
民
情
報
系
（
住
民
記
録
・
税
務
・
福
祉
等
）
シ
ス
テ
ム
の
運
用
に
係
る
保
守
管
理
業
務
。

11
72
,0
50

72
,0
50

内
部
情
報
系
（
財
務
会
計
・
文
書
管
理
等
）
シ
ス
テ
ム
の
運
用
に
係
る
保
守
管
理
業
務
。

12
18
,9
77

18
,9
77

光
ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド
施
設
の
運
用
に
係
る
保
守
管
理
業
務
。

総
務
課

13
8,
65
0

8,
65
0
防
災
行
政
無
線
の
維
持
管
理
等
。

14
78
,7
01

77
,3
00

1,
20
5

19
6
津
波
避
難
タ
ワ
ー
整
備
工
事
費
（
栄
地
区
）
7
1
,
2
8
0
千
円
等
。

15
11
,0
12

11
,0
12

匝
瑳
市
長
選
挙
に
係
る
経
費
。

16
59
1,
3
89

59
1,
38
9
匝
瑳
市
横
芝
光
町
消
防
組
合
へ
の
負
担
金
。

17
40
,3
63

33
40
,3
30

消
防
団
員
報
酬
1
5
,
7
9
9
千
円
や
消
防
団
活
動
に
係
る
経
費
等
。

18
49
,1
97

1,
29
9
30
,0
00

17
,8
98

消
防
車
両
購
入
費
3
1
,
3
2
0
千
円
、
消
防
施
設
補
助
金
（
消
防
機
庫
建
設
）
5
,
9
0
2
千
円
、
八
匝
水
道
企

業
団
消
火
栓
維
持
管
理
費
負
担
金
3
,
0
0
0
千
円
等
。

19
5,
67
8

13
0

5,
54
8
普
通
財
産
の
維
持
管
理
、
ち
ば
電
子
調
達
シ
ス
テ
ム
使
用
料
等
。

20
43
,7
69

36
0
43
,4
09

施
設
設
備
保
守
管
理
、
庁
舎
警
備
業
務
委
託
、
清
掃
業
務
委
託
、
庁
舎
営
繕
費
等
。

21
20
,4
42

2
20
,4
40

公
用
車
維
持
管
理
、
バ
ス
運
行
業
務
委
託
、
車
両
購
入
費
、
通
行
料
等
。

税
務
課

22
26
,5
16

1
26
,5
15

地
図
情
報
シ
ス
テ
ム
維
持
管
理
業
務
委
託
料
8
,
8
3
9
千
円
、
家
屋
評
価
シ
ス
テ
ム
維
持
管
理
業
務
委
託

料
1,
7
1
0
千
円
、
地
籍
図
デ
ー
タ
フ
ァ
イ
リ
ン
グ
シ
ス
テ
ム
構
築
業
務
委
託
料
4
,
9
6
8
千
円
、
固
定
資
産

土
地
評
価
業
務
委
託
料
5
,
5
0
8
千
円
。

市
民
課

23
5,
81
1

3,
47
8

2,
33
3
戸
籍
住
民
基
本
台
帳
事
務
に
係
る
経
費
。

24
4,
11
6

3,
97
7

13
9
通
知
カ
ー
ド
・
個
人
番
号
カ
ー
ド
の
交
付
に
係
る
経
費
。

25
43
3,
4
10
18
4,
69
9

24
8,
71
1
保
険
基
盤
安
定
繰
出
金
2
4
6
,
2
6
6
千
円
、
職
員
給
与
費
等
繰
出
金
8
3
,
7
7
7
千
円
、
出
産
育
児
一
時
金
繰

出
金
16
,
8
0
0
千
円
、
財
政
安
定
化
支
援
事
業
繰
出
金
6
,
5
6
7
千
円
、
そ
の
他
繰
出
金
8
0
,
0
0
0
千
円
。

26
36
2,
6
95

1,
34
4
36
1,
35
1
後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
負
担
金
1
8
,
0
0
3
千
円
、
後
期
高
齢
者
医
療
療
養
給
付
費
負
担
金
3
4
3
,
2
7
0

千
円
、
人
間
ド
ッ
ク
委
託
料
1
,
4
2
2
千
円
。

27
14
1,
9
74

85
,7
65

56
,2
09

保
険
基
盤
安
定
繰
出
金
1
1
4
,
3
5
5
千
円
、
職
員
給
与
費
等
繰
出
金
2
7
,
6
1
9
千
円
。

財
政
課

後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
事
業

後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計
繰
出
金

通
知
カ
ー
ド
・
個
人
番
号
カ
ー
ド
交
付
事
業

財
産
管
理
事
務
費

庁
舎
管
理
費

資
産
税
事
務
費

防
災
行
政
無
線
整
備
事
業

津
波
避
難
タ
ワ
ー
設
置
事
業

匝
瑳
市
長
選
挙
費

一
部
事
務
組
合
へ
の
負
担
金

消
防
団
活
動
費

消
防
施
設
整
備
事
業

転
入
者
マ
イ
ホ
ー
ム
取
得
奨
励
金
交
付
事
業

定
住
促
進
空
き
家
バ
ン
ク
事
業

ふ
る
さ
と
納
税
推
進
事
業

電
子
計
算
処
理
事
業

電
子
自
治
体
推
進
事
業

地
域
情
報
通
信
基
盤
推
進
事
業

広
報
活
動
費

広
聴
活
動
費

男
女
共
同
参
画
推
進
事
業

一
部
事
務
組
合
へ
の
負
担
金

基
金
積
立
金

出
会
い
創
出
事
業

戸
籍
住
民
基
本
台
帳
事
務
費

２
　
主
要
な
事
業
別
予
算

担
　
当
　
課

区 分
事
　
業
　
名

事
業
費

左
　
の
　
財
　
源
　
内
　
訳

主
　
な
　
事
　
業
　
内
　
容

公
用
車
管
理
費

国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
繰
出
金
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※
区
分
欄
、
｢新

｣は
新
規
事
業
、
｢拡

｣は
拡
大
事
業
、
空
欄
は
継
続
事
業
を
表
す
。

(
単
位
：
千
円
）

国
県
支
出
金

地
方
債

そ
の
他

一
般
財
源

担
　
当
　
課

区 分
事
　
業
　
名

事
業
費

左
　
の
　
財
　
源
　
内
　
訳

主
　
な
　
事
　
業
　
内
　
容

環
境
生
活
課

28
拡

1,
93
2

1,
18
9

74
3
市
民
協
働
推
進
協
議
会
の
運
営
、
市
民
提
案
型
事
業
へ
の
助
成
等
。

29
循
環
バ
ス
運
行
事
業

63
,4
57

81
7
62
,6
40

市
内
循
環
バ
ス
の
運
行
委
託
（
1
日
6
路
線
・
6
便
～
8
便
）
月
曜
日
～
土
曜
日
の
運
行
。

30
4,
00
3

4,
00
3
交
通
事
故
防
止
の
た
め
、
交
通
安
全
指
導
等
を
交
通
安
全
協
会
へ
委
託
2
,
2
7
4
千
円
等
。

31
14
,7
03

12
0

14
,5
83

防
犯
灯
電
気
料
、
防
犯
灯
整
備
業
務
委
託
等
。

32
5,
66
1

5,
66
1
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
集
会
施
設
の
整
備
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
活
動
に
対
す
る
助
成
等
。

33
拡

6,
10
0

6,
10
0
市
内
循
環
バ
ス
の
利
用
が
困
難
で
、
運
転
免
許
証
を
持
た
な
い
高
齢
者
に
対
し
て
、
日
常
生
活
の
交
通

手
段
と
し
て
タ
ク
シ
ー
の
利
用
料
金
の
一
部
を
助
成
。
（
利
用
エ
リ
ア
を
隣
接
市
町
ま
で
拡
大
）

34
2,
01
1

2,
01
1
市
民
の
生
活
に
必
要
な
生
活
交
通
路
線
の
運
行
維
持
の
た
め
、
輸
送
需
要
の
減
少
に
よ
り
路
線
の
維
持

が
困
難
と
な
る
一
般
乗
合
旅
客
自
動
車
運
送
事
業
者
に
対
す
る
補
助
。

35
1,
36
8

22
5

1,
14
3
畜
犬
登
録
の
促
進
及
び
指
導
。
犬
等
の
不
妊
及
び
去
勢
手
術
に
対
す
る
助
成
。

36
3,
15
3

2,
10
0

1,
05
3
地
球
温
暖
化
防
止
及
び
地
域
に
お
け
る
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
導
入
促
進
と
、
地
域
経
済
の
活
性
化

を
図
る
た
め
、
住
宅
用
太
陽
光
発
電
シ
ス
テ
ム
の
設
置
者
に
対
し
て
助
成
。

37
7,
67
5

7,
67
5
公
共
用
水
域
等
水
質
検
査
、
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
測
定
業
務
、
Ｅ
Ｍ
に
よ
る
大
利
根
用
水
西
幹
線
末
流
部

等
の
悪
臭
の
除
去
と
水
質
浄
化
、
自
動
車
騒
音
常
時
監
視
調
査
。

38
14
9,
2
36

14
9,
23
6
八
匝
水
道
企
業
団
負
担
金
1
4
6
,
0
2
4
千
円
、
九
十
九
里
地
域
水
道
企
業
団
負
担
金
4
3
6
千
円
、
九
十
九
里

地
域
水
道
企
業
団
出
資
金
2
,
7
7
6
千
円
。

39
4,
23
3

5
4,
22
8
不
法
投
棄
等
ご
み
処
理
、
ゴ
ミ
ゼ
ロ
運
動
、
生
ご
み
処
理
機
等
設
置
者
・
資
源
ご
み
集
団
回
収
団
体
に

対
す
る
助
成
。

40
30
,3
13

15
,9
48

14
,3
65

公
共
用
水
域
の
水
質
浄
化
を
図
る
た
め
、
合
併
処
理
浄
化
槽
の
設
置
者
に
対
す
る
助
成
。

41
拡

42
0,
8
32

73
,5
00

34
7,
33
2
東
総
地
区
広
域
市
町
村
圏
事
務
組
合
一
般
廃
棄
物
処
理
事
業
特
別
会
計
負
担
金
1
2
1
,
0
8
6
千
円
、
環
境

衛
生
組
合
負
担
金
2
2
1
,
7
8
7
千
円
及
び
東
総
衛
生
組
合
負
担
金
7
7
,
9
5
9
千
円
。

健
康
管
理
課

42
57
3,
6
95

57
3,
69
5
国
保
匝
瑳
市
民
病
院
の
医
療
体
制
充
実
及
び
介
護
老
人
保
健
施
設
「
そ
う
さ
ぬ
く
も
り
の
郷
」
の
体
制

確
保
を
図
る
た
め
の
助
成
。

43
25
,3
71

25
,3
71

横
芝
光
町
立
東
陽
病
院
建
設
改
良
の
元
利
償
還
に
対
す
る
負
担
金
。

44
13
8,
9
45

44
,3
91

94
,5
54

中
学
校
3
年
生
ま
で
の
子
ど
も
の
保
険
診
療
医
療
費
の
一
部
負
担
金
の
助
成
。

45
3,
86
7

2,
62
0

34
5

90
2
医
療
を
必
要
と
す
る
未
熟
児
に
対
す
る
養
育
に
必
要
な
医
療
の
給
付
。

46
1,
27
4

84
0

43
4
チ
ャ
イ
ル
ド
シ
ー
ト
購
入
費
用
に
対
す
る
助
成
。

47
74
,3
52

74
,3
52

予
防
接
種
法
に
基
づ
く
予
防
接
種
を
個
別
予
防
接
種
、
集
団
予
防
接
種
に
よ
り
実
施
。
ま
た
、
高
齢
者

の
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
、
肺
炎
球
菌
予
防
接
種
に
対
す
る
助
成
。

48
1,
60
3

1,
60
3
疾
患
の
早
期
発
見
、
早
期
治
療
の
た
め
の
4
か
月
児
、
1
歳
6
か
月
児
、
3
歳
児
健
診
。

49
26
,4
91

26
,4
91

疾
患
の
早
期
発
見
、
早
期
治
療
の
た
め
の
妊
婦
健
診
及
び
乳
児
健
診
。

50
1,
82
8

1,
82
8
妊
婦
及
び
未
熟
児
、
乳
幼
児
の
健
康
保
持
増
進
の
た
め
の
家
庭
訪
問
や
面
接
相
談
、
保
健
指
導
。

51
12
,4
53

3,
13
0

9,
32
3
休
日
に
お
け
る
救
急
医
療
体
制
を
確
保
す
る
た
め
の
、
在
宅
当
番
及
び
二
次
救
急
医
療
機
関
運
営
事

業
。

52
6,
03
4

42
5,
99
2
40
歳
以
上
を
対
象
と
し
た
肺
が
ん
検
診
及
び
結
核
検
診
。

53
拡

63
,2
69

59
6

7,
35
5
55
,3
18

疾
患
の
早
期
発
見
、
早
期
治
療
の
た
め
の
胃
が
ん
、
大
腸
が
ん
、
乳
が
ん
、
子
宮
が
ん
及
び
前
立
腺
が

ん
検
診
。
2
9
年
度
か
ら
胃
が
ん
検
診
受
診
者
の
う
ち
、
希
望
者
に
対
し
オ
プ
シ
ョ
ン
検
査
と
し
て
胃
が

ん
リ
ス
ク
検
査
を
実
施
。

54
45
1

30
0

15
1
健
康
づ
く
り
へ
の
動
機
づ
け
と
し
て
、
健
（
検
）
診
の
受
診
や
ス
ポ
ー
ツ
活
動
な
ど
に
参
加
し
、
一
定

以
上
の
ポ
イ
ン
ト
獲
得
で
記
念
品
と
交
換
。

合
併
処
理
浄
化
槽
設
置
促
進
事
業

一
部
事
務
組
合
へ
の
負
担
金

病
院
事
業
会
計
助
成
事
業

横
芝
光
町
立
東
陽
病
院
助
成
事
業

子
ど
も
医
療
費
助
成
事
業

未
熟
児
養
育
医
療
給
付
事
業

チ
ャ
イ
ル
ド
シ
ー
ト
助
成
事
業

交
通
安
全
対
策
事
業

防
犯
対
策
事
業

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
育
成
事
業

予
防
接
種
事
業

乳
幼
児
健
康
診
査
事
業

妊
婦
・
乳
児
委
託
健
康
診
査
事
業

母
子
健
康
相
談
事
業

健
康
マ
イ
レ
ー
ジ
事
業

市
民
協
働
推
進
事
業

地
域
交
通
利
用
料
助
成
事
業

生
活
交
通
路
線
維
持
事
業

動
物
適
正
管
理
指
導
事
業

胸
部
検
診
事
業

救
急
医
療
機
関
整
備
事
業

住
宅
用
太
陽
光
発
電
シ
ス
テ
ム
設
置
助
成
事
業

環
境
測
定
事
業

水
道
企
業
団
水
道
事
業

環
境
美
化
推
進
事
業

が
ん
検
診
事
業
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※
区
分
欄
、
｢新

｣は
新
規
事
業
、
｢拡

｣は
拡
大
事
業
、
空
欄
は
継
続
事
業
を
表
す
。

(
単
位
：
千
円
）

国
県
支
出
金

地
方
債

そ
の
他

一
般
財
源

担
　
当
　
課

区 分
事
　
業
　
名

事
業
費

左
　
の
　
財
　
源
　
内
　
訳

主
　
な
　
事
　
業
　
内
　
容

産
業
振
興
課

55
52
,4
78

52
,4
78

水
田
の
有
効
活
用
を
図
る
た
め
、
飼
料
用
米
及
び
加
工
用
米
生
産
者
等
に
対
し
て
助
成
。

56
4,
40
0

4,
40
0
農
業
団
体
相
互
の
活
動
支
援
と
農
業
ま
つ
り
開
催
の
た
め
の
助
成
。

57
1,
88
7

58
1

1,
30
6
農
業
近
代
化
資
金
及
び
農
業
経
営
基
盤
強
化
資
金
に
対
す
る
利
子
補
給
。

58
1,
12
0

70
0

42
0
匝
瑳
市
の
植
木
の
豊
富
な
生
産
量
や
生
産
技
術
等
を
広
く
Ｐ
Ｒ
し
、
植
木
ビ
ジ
ネ
ス
の
拡
大
・
発
展
を

図
り
、
「
日
本
一
の
植
木
の
ま
ち
づ
く
り
」
を
推
進
。

59
7,
00
0

1,
36
9

5,
63
1
都
市
と
農
村
の
交
流
拠
点
と
な
る
「
ふ
れ
あ
い
パ
ー
ク
八
日
市
場
」
の
指
定
管
理
料
等
。

60
14
4,
0
81

11
8,
00
0

26
,0
81

経
営
体
育
成
基
盤
整
備
事
業
(
春
海
・
椿
海
・
豊
和
地
区
）
負
担
金
1
3
2
,
7
8
4
千
円
、
県
営
か
ん
が
い
排

水
事
業
（
両
総
茂
原
南
地
区
・
両
総
南
条
支
線
地
区
・
両
総
茂
原
西
部
地
区
）
負
担
金
8
,
9
2
4
千
円
。

61
20
,3
63

20
,3
63

食
糧
生
産
基
盤
と
し
て
の
機
能
や
地
下
水
の
か
ん
養
、
洪
水
防
止
等
の
多
面
的
な
機
能
を
有
し
、
便
益

を
も
た
ら
す
農
業
水
利
施
設
の
維
持
管
理
及
び
更
新
に
対
す
る
負
担
金
。

62
36
,2
31

36
,2
31

農
業
用
排
水
路
維
持
管
理
委
託
料
5
0
0
千
円
、
集
落
排
水
負
担
金
2
9
,
5
7
2
千
円
、
農
業
用
用
排
水
路
改

修
事
業
補
助
金
1
,
0
0
0
千
円
、
排
水
路
整
備
工
事
費
5
,
0
0
0
千
円
。

63
63
,0
85

47
,3
33

15
,7
52

農
業
の
多
面
的
機
能
を
発
揮
す
る
た
め
の
地
域
活
動
に
対
す
る
支
援
（
2
2
組
織
）
。

64
74
,3
61

25
,4
00

48
,9
61

大
布
川
排
水
機
場
6
,
1
1
1
千
円
、
野
田
地
区
排
水
機
場
4
7
,
2
5
0
千
円
、
新
堀
川
排
水
機
場
2
1
,
0
0
0
千

円
。

65
農
地
中
間
管
理
事
業

5,
00
0

5,
00
0

農
地
中
間
管
理
機
構
へ
農
地
を
貸
し
出
し
た
農
地
所
有
者
に
対
し
協
力
金
を
交
付
。

66
5,
29
3

5,
29
3
農
道
維
持
管
理
委
託
料
5
0
0
千
円
、
農
道
舗
装
工
事
費
4
,
1
0
0
千
円
、
農
道
等
維
持
修
繕
料
5
0
0
千
円

等
。

67
2,
52
8

2,
52
8
地
域
伝
統
漁
業
育
成
事
業
補
助
金
2
,
4
0
0
千
円
、
ま
き
網
漁
業
振
興
対
策
資
金
助
成
金
1
1
2
千
円
、
旭
水

産
加
工
組
合
補
助
金
1
6
千
円
。

68
4,
41
9

4,
41
9
不
漁
時
の
際
に
補
償
さ
れ
る
漁
業
共
済
掛
金
に
対
す
る
助
成
。

69
7,
25
0

7,
25
0
（
公
社
）
匝
瑳
市
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
の
運
営
に
対
す
る
補
助
金
7
,
1
0
0
千
円
、
(
公
社
)
千
葉
県

シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
連
合
会
賛
助
会
費
1
5
0
千
円
。

70
3,
49
7

2,
48
5

1,
01
2
消
費
生
活
セ
ン
タ
ー
に
お
け
る
市
民
か
ら
の
消
費
者
ト
ラ
ブ
ル
に
関
す
る
相
談
業
務
、
消
費
者
被
害
防

止
の
た
め
の
啓
発
資
料
作
成
・
出
前
講
座
の
実
施
。

71
拡

13
,6
66

13
,6
66

歳
末
ジ
ャ
ン
ボ
宝
く
じ
事
業
、
市
場
ま
つ
り
事
業
、
共
通
商
品
券
発
行
回
収
事
業
、
プ
レ
ミ
ア
ム
付
商

品
券
発
行
事
業
、
街
路
灯
の
Ｌ
Ｅ
Ｄ
化
事
業
、
八
重
垣
市
場
、
そ
う
さ
ブ
ラ
ン
ド
研
究
委
員
会
、
創
業

塾
へ
助
成
。

72
5,
66
6

5,
66
6
商
工
会
事
業
に
対
す
る
助
成
。

73
90
,0
01

90
,0
00

1
中
小
企
業
者
の
振
興
を
図
る
た
め
、
事
業
資
金
、
小
売
商
業
設
備
近
代
化
資
金
、
小
口
零
細
企
業
資
金

の
融
資
を
取
り
扱
う
金
融
機
関
に
、
一
定
金
額
を
預
託
。

74
拡

14
,7
00

14
,7
00

中
小
企
業
者
借
入
金
利
子
補
給
金
1
4
,
2
0
0
千
円
。
創
業
資
金
利
子
補
給
金
5
0
0
千
円

75
新

1,
00
0

1,
00
0
企
業
誘
致
条
例
の
条
件
を
満
た
す
事
業
者
が
市
民
を
新
規
雇
用
し
た
場
合
に
補
助
金
を
交
付
。
雇
用
1

名
に
つ
き
2
0
0
千
円
（
上
限
1
0
,
0
0
0
千
円
）
を
補
助
。

76
新

1,
40
0

93
5

46
5
空
き
店
舗
を
賃
借
し
事
業
を
行
う
者
に
対
し
補
助
金
を
交
付
。
店
舗
改
修
費
の
1
/
2
（
上
限
8
0
0
千

円
）
、
賃
料
の
1
/
2
（
上
限
5
0
千
円
／
月
、
2
年
間
）
を
補
助
。

77
4,
85
3

4,
85
3
市
民
（
よ
か
っ
ぺ
）
ま
つ
り
補
助
金
3
,
0
0
0
千
円
、
チ
ュ
ー
リ
ッ
プ
ま
つ
り
補
助
金
4
0
0
千
円
、
公
衆
無

線
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
観
光
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
運
用
経
費
9
1
6
千
円
等
。

78
3,
78
0

84
0

2,
94
0
観
光
協
会
運
営
費
、
観
光
誘
致
事
業
、
フ
ォ
ト
コ
ン
ク
ー
ル
事
業
に
対
す
る
助
成
。

79
3,
00
0

3,
00
0
飯
高
檀
林
等
観
光
ガ
イ
ド
事
業
を
観
光
協
会
へ
委
託
。

消
費
者
保
護
対
策
事
業

商
工
業
活
性
化
支
援
事
業

水
田
農
業
構
造
改
革
対
策
事
業

匝
瑳
市
農
業
振
興
会
助
成
事
業

制
度
資
金
利
子
補
給
事
業

植
木
振
興
対
策
事
業

漁
業
共
済
掛
金
助
成
事
業

シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
運
営
事
業

商
工
会
助
成
事
業

中
小
企
業
資
金
融
資
事
業

ふ
れ
あ
い
パ
ー
ク
八
日
市
場
管
理
費

土
地
改
良
助
成
事
業

排
水
機
場
維
持
管
理
費

排
水
路
整
備
事
業
費

多
面
的
機
能
支
払
事
業

基
幹
水
利
施
設
ス
ト
ッ
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
事
業

農
道
維
持
管
理
事
業

水
産
振
興
事
業

制
度
資
金
利
子
補
給
事
業

企
業
誘
致
促
進
事
業

空
き
店
舗
活
用
支
援
事
業

観
光
対
策
事
業

観
光
協
会
助
成
事
業

飯
高
檀
林
等
観
光
ガ
イ
ド
事
業
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※
区
分
欄
、
｢新

｣は
新
規
事
業
、
｢拡

｣は
拡
大
事
業
、
空
欄
は
継
続
事
業
を
表
す
。

(
単
位
：
千
円
）

国
県
支
出
金

地
方
債

そ
の
他

一
般
財
源

担
　
当
　
課

区 分
事
　
業
　
名

事
業
費

左
　
の
　
財
　
源
　
内
　
訳

主
　
な
　
事
　
業
　
内
　
容

産
業
振
興
課

80
7,
81
7

7,
81
7
そ
う
さ
観
光
物
産
セ
ン
タ
ー
匝
り
の
里
の
指
定
管
理
料
等
。

81
10
,9
17

57
0
10
,3
47

勤
労
青
少
年
ホ
ー
ム
の
維
持
管
理
。

82
6,
76
1

13
6,
74
8
吉
崎
浜
野
外
活
動
施
設
の
維
持
管
理
。

都
市
整
備
課

83
39
,6
17

42
1
39
,1
96

都
市
公
園
の
維
持
管
理
。

84
3,
91
0

3,
91
0
児
童
遊
園
等
の
維
持
管
理
。

85
10
,3
05

30
5
10
,0
00

野
栄
ふ
れ
あ
い
公
園
の
維
持
管
理
。

86
9,
86
2

9,
86
2
八
日
市
場
駅
北
口
広
場
、
南
口
広
場
、
自
由
通
路
、
飯
倉
駅
前
広
場
等
の
維
持
管
理
。

87
4,
85
8

3,
34
9

1,
50
9
市
営
住
宅
の
維
持
管
理
。

88
40
,6
20

19
,5
00

21
,1
20

市
営
住
宅
い
い
ぐ
ら
団
地
の
改
修
工
事
費
3
9
,
0
0
0
千
円
、
実
施
設
計
委
託
料
1
,
6
2
0
千
円
。

89
3,
90
5

2,
55
0

1,
35
5
木
造
住
宅
耐
震
診
断
費
補
助
金
4
0
0
千
円
、
木
造
住
宅
耐
震
改
修
補
助
金
3
,
5
0
0
千
円
等
。

建
設
課

90
11
1,
6
43

11
1,
64
3
市
内
一
円
の
舗
装
補
修
工
事
費
8
5
,
8
0
0
千
円
等
。

91
1,
13
0

55
0

40
0

18
0
測
量
調
査
・
設
計
委
託
料
1
,
1
0
0
千
円
等
。

92
21
,5
00

11
,5
50

8,
50
0

1,
45
0
道
路
改
良
工
事
費
2
1
,
5
0
0
千
円
。

93
44
,7
14

22
,0
00

16
,2
00

6,
51
4
道
路
改
良
工
事
費
4
0
,
0
0
0
千
円
、
用
地
購
入
費
2
0
0
千
円
、
物
件
補
償
料
6
0
0
千
円
等
。

94
14
0,
0
00

12
8,
20
0

11
,8
00

道
路
改
良
工
事
費
1
0
5
,
5
8
0
千
円
、
用
地
購
入
費
2
4
,
7
6
8
千
円
、
物
件
補
償
料
4
,
6
3
7
千
円
等
。

95
18
9,
1
32

18
9,
13
2
市
内
一
円
の
舗
装
新
設
改
良
工
事
費
1
7
2
,
0
0
0
千
円
、
物
件
補
償
料
2
,
8
0
0
千
円
等
。

96
交
通
安
全
対
策
事
業

15
,0
67

7,
00
0

8,
06
7
市
内
一
円
の
交
通
安
全
対
策
工
事
費
1
2
,
0
0
0
千
円
等
。

97
8,
71
2

4,
01
4

2,
90
0

1,
79
8
道
路
改
良
工
事
費
8
,
0
0
0
千
円
、
用
地
購
入
費
1
5
0
千
円
等
。

98
44
,5
00

24
,2
00

17
,8
00

2,
50
0
道
路
改
良
工
事
費
4
4
,
5
0
0
千
円
。

99
排
水
路
整
備
事
業
費

31
,7
17

31
,7
17

市
内
一
円
の
排
水
整
備
工
事
費
2
3
,
0
0
0
千
円
等
。

10
0

38
,0
00

19
,2
50

12
,5
00

6,
25
0
橋
り
ょ
う
補
修
工
事
費
1
1
,
0
0
0
千
円
、
測
量
調
査
・
設
計
委
託
料
2
7
,
0
0
0
千
円
。

福
祉
課

10
1

22
,0
81

16
,5
20

5,
56
1
日
常
生
活
に
お
い
て
常
時
特
別
の
介
護
を
要
す
る
在
宅
重
度
障
害
者
(
児
)
に
対
す
る
手
当
の
支
給
｡

10
2

79
,5
44

39
,6
89

39
,8
55

重
度
心
身
障
害
者
(
児
)
に
対
す
る
医
療
費
等
の
自
己
負
担
分
の
助
成
。

10
3

9,
05
9

54
0

8,
51
9
千
葉
県
特
定
疾
患
治
療
研
究
事
業
実
施
要
綱
な
ど
に
規
定
す
る
難
病
と
認
定
さ
れ
た
者
に
対
す
る
入
院

又
は
通
院
治
療
に
係
る
給
付
金
の
支
給
。

10
4

66
1,
2
95
49
5,
64
4

16
5,
65
1
障
害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
に
基
づ
く
、
福
祉
サ
ー
ビ
ス

に
要
す
る
費
用
の
支
給
。
(
介
護
給
付
費
、
訓
練
等
給
付
費
、
自
立
支
援
医
療
費
、
補
装
具
費
等
)

10
5

69
,3
46

30
,4
68

38
,8
78

障
害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
に
基
づ
く
、
地
域
生
活
支
援

を
目
的
と
し
た
福
祉
サ
ー
ビ
ス
。

10
6

5,
41
0

5,
41
0
重
度
心
身
障
害
者
等
に
対
す
る
通
院
等
の
た
め
の
タ
ク
シ
ー
利
用
料
金
の
全
部
又
は
一
部
の
助
成
。

10
7

23
,6
90

23
,6
90

在
宅
の
障
害
者
で
あ
っ
て
、
雇
用
さ
れ
る
こ
と
が
困
難
な
者
に
対
し
、
仕
事
を
与
え
る
と
と
も
に
、
生

活
指
導
を
併
せ
て
行
い
、
そ
の
自
立
を
助
長
さ
せ
る
事
業
所
の
運
営
に
係
る
指
定
管
理
料
等
。

10
8

8,
95
0

6,
69
3

2,
25
7
中
国
残
留
邦
人
に
対
す
る
生
活
支
援
給
付
金
等
の
支
給
。

10
9

4,
22
6

2,
11
3

2,
11
3
障
害
者
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
等
の
運
営
者
に
対
し
、
運
営
費
等
を
助
成
。

11
0

11
,2
91

8,
02
2

3,
26
9
生
活
困
窮
者
か
ら
の
相
談
対
応
、
プ
ラ
ン
の
作
成
、
関
係
機
関
と
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
作
り
。
離
職
者
か

つ
所
得
等
が
一
定
水
準
以
下
の
者
に
対
し
て
、
有
期
で
家
賃
相
当
額
を
給
付
。

11
1

52
2,
2
47
43
9,
11
6

7
83
,1
24

中
学
校
修
了
前
の
児
童
を
養
育
又
は
監
護
し
て
い
る
者
に
対
す
る
手
当
の
支
給
。

11
2

10
3,
8
07

34
,6
58

69
,1
49

18
歳
ま
で
の
児
童
が
い
る
父
子
家
庭
、
母
子
家
庭
等
、
2
0
歳
ま
で
の
障
害
児
の
い
る
家
庭
に
対
す
る
手

当
の
支
給
。

児
童
遊
園
維
持
管
理
費

ふ
れ
あ
い
公
園
維
持
管
理
費

市
営
住
宅
長
寿
命
化
事
業

生
活
困
窮
者
自
立
支
援
事
業

児
童
手
当
支
給
事
業

児
童
扶
養
手
当
・
特
別
児
童
扶
養
手
当
支
給
事
業

住
宅
耐
震
促
進
事
業

市
道
１
０
８
号
線
（
八
日
市
場
イ
）
道
路
改
良
事
業

市
道
９
０
３
１
号
線
（
東
谷
）
道
路
改
良
事
業

市
道
１
１
１
３
７
号
線
（
野
手
）
道
路
改
良
事
業

都
市
計
画
施
設
維
持
管
理
費

市
営
住
宅
維
持
管
理
費

そ
う
さ
観
光
物
産
セ
ン
タ
ー
匝
り
の
里
管
理
費

勤
労
青
少
年
ホ
ー
ム
管
理
費

野
外
活
動
施
設
管
理
費

都
市
公
園
維
持
管
理
費

道
路
新
設
改
良
事
業

市
道
０
１
０
４
号
線
（
堀
川
）
道
路
改
良
事
業

市
道
９
１
８
２
号
線
（
東
谷
）
道
路
改
良
事
業

橋
り
ょ
う
維
持
事
業

自
立
支
援
給
付
事
業

地
域
生
活
支
援
事
業

福
祉
タ
ク
シ
ー
利
用
助
成
事
業

中
国
残
留
邦
人
支
援
事
業

重
度
心
身
障
害
者
(児

)医
療
給
付
改
善
事
業

難
病
療
養
者
給
付
金
支
給
事
業

就
労
支
援
事
業
所
運
営
事
業

特
別
障
害
者
手
当
等
給
付
事
業

障
害
者
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
等
運
営
費
補
助
事
業

道
路
維
持
事
業

市
道
１
２
１
６
２
号
線
（
川
辺
）
道
路
改
良
事
業
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※
区
分
欄
、
｢新

｣は
新
規
事
業
、
｢拡

｣は
拡
大
事
業
、
空
欄
は
継
続
事
業
を
表
す
。

(
単
位
：
千
円
）

国
県
支
出
金

地
方
債

そ
の
他

一
般
財
源

担
　
当
　
課

区 分
事
　
業
　
名

事
業
費

左
　
の
　
財
　
源
　
内
　
訳

主
　
な
　
事
　
業
　
内
　
容

福
祉
課

11
3

4,
39
9

2,
16
6

2,
23
3
父
子
・
母
子
家
庭
及
び
両
親
の
い
な
い
児
童
を
養
育
す
る
者
の
家
庭
に
対
し
、
児
童
及
び
父
母
等
の
医

療
費
等
の
自
己
負
担
分
を
一
部
助
成
。

11
4

6,
95
2

4,
58
8

21
2,
34
3
子
育
て
親
子
が
気
軽
に
集
い
、
相
互
の
交
流
を
図
る
場
の
提
供
。
子
育
て
の
情
報
提
供
や
子
育
て
支
援

講
習
の
実
施
。

11
5

70
,1
06

52
,4
16

17
,6
90

児
童
福
祉
法
に
基
づ
く
障
害
児
通
所
サ
ー
ビ
ス
(
児
童
発
達
支
援
、
放
課
後
等
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
等
)
の
利

用
に
要
す
る
費
用
の
給
付
。

11
6

29
,8
73

25
,6
85

4,
18
8
就
学
前
の
在
宅
の
心
身
障
害
児
及
び
そ
の
保
護
者
に
対
し
て
、
日
常
生
活
に
お
け
る
基
本
動
作
の
指
導

や
集
団
生
活
へ
の
適
応
の
訓
練
等
を
行
う
マ
ザ
ー
ズ
ホ
ー
ム
の
運
営
委
託
等
。

11
7

2,
70
0

2,
02
5

67
5
母
子
・
父
子
家
庭
の
自
立
の
支
援
を
図
る
た
め
、
就
職
に
有
利
な
教
育
訓
練
及
び
資
格
取
得
の
た
め
の

訓
練
の
受
講
に
係
る
費
用
の
一
部
ま
た
は
訓
練
促
進
費
を
支
給
。

11
8

13
4,
0
80

13
,9
27
12
0,
15
3
市
立
保
育
所
4
園
の
管
理
運
営
。
豊
栄
保
育
所
に
お
け
る
土
曜
日
延
長
保
育
の
実
施
。
1
8
歳
未
満
の
子

ど
も
が
3
人
以
上
い
る
家
庭
を
対
象
と
し
た
第
3
子
以
降
の
保
育
料
無
料
化
の
実
施
。

11
9

1,
27
0

1,
27
0
障
害
児
を
受
け
入
れ
、
県
の
補
助
制
度
を
超
え
て
保
育
士
を
加
配
し
た
私
立
保
育
所
へ
助
成
。

12
0

83
,1
61

55
,4
40

27
,7
21

教
育
・
保
育
環
境
の
充
実
を
図
る
た
め
、
保
育
所
の
大
規
模
修
繕
、
認
定
こ
ど
も
園
の
整
備
に
要
す
る

経
費
の
一
部
を
補
助
。

12
1

69
9,
3
98
35
0,
13
6

11
3,
62
2
23
5,
64
0
教
育
・
保
育
内
容
の
充
実
を
図
る
た
め
、
未
就
学
児
童
が
特
定
教
育
・
保
育
施
設
（
幼
稚
園
・
保
育
所

な
ど
）
を
利
用
す
る
際
、
当
該
施
設
に
対
し
て
施
設
型
給
付
費
を
支
給
。

12
2

51
4,
2
91
38
5,
71
7

1
12
8,
57
3
健
康
で
文
化
的
な
最
低
限
度
の
生
活
を
保
障
し
、
自
立
の
助
長
を
図
る
た
め
の
公
的
扶
助
。

ふ
れ
あ
い
セ
ン
タ
ー
12
3

38
,3
91

5,
00
0
33
,3
91

市
民
ふ
れ
あ
い
セ
ン
タ
ー
の
維
持
管
理
。
(
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
改
修
工
事
等
)

高
齢
者
支
援
課

12
4

11
6,
2
49

8,
84
7
10
7,
40
2
養
護
老
人
ホ
ー
ム
入
所
措
置
。

12
5

16
,9
08

1,
28
3
15
,6
25

外
出
支
援
サ
ー
ビ
ス
及
び
寝
具
洗
濯
乾
燥
消
毒
サ
ー
ビ
ス
の
委
託
、
緊
急
通
報
装
置
賃
借
等
。

12
6

17
,6
05

11
,8
41

5,
76
4
予
防
給
付
ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
業
務
。

12
7

49
9,
6
28

4,
81
5

25
8
49
4,
55
5
介
護
保
険
特
別
会
計
へ
の
繰
出
金
。

野
栄
総
合
支
所

12
8

20
,0
09

17
1
19
,8
38

施
設
設
備
保
守
管
理
、
庁
舎
警
備
業
務
、
清
掃
業
務
委
託
等
。

学
校
教
育
課

12
9

9,
07
2

9,
07
2
小
学
校
や
中
学
校
に
お
け
る
い
じ
め
、
不
登
校
な
ど
の
早
期
解
決
を
図
る
た
め
、
児
童
生
徒
の
カ
ウ
ン

セ
リ
ン
グ
や
保
護
者
・
教
職
員
等
へ
助
言
・
援
助
を
行
う
ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
を
配
置
。

13
0

1,
53
9

1,
53
9
不
登
校
の
児
童
生
徒
を
支
援
し
、
学
校
へ
の
復
帰
を
促
す
適
応
支
援
教
室
を
運
営
。

13
1

16
,1
58

95
4
15
,2
04

中
学
校
で
の
英
語
教
育
、
小
学
校
や
幼
稚
園
で
の
外
国
語
活
動
及
び
国
際
交
流
の
た
め
、
3
人
の
Ａ
Ｌ

Ｔ
（
英
語
指
導
助
手
）
を
配
置
。

13
2

87
,5
56

41
,7
92

29
,9
35

15
,8
29

保
護
者
が
仕
事
な
ど
で
昼
間
家
庭
に
い
な
い
児
童
に
対
し
て
、
授
業
終
了
後
に
、
遊
び
や
生
活
の
場
を

提
供
し
、
そ
の
健
全
な
育
成
を
図
る
。
1
1
児
童
ク
ラ
ブ
運
営
。

13
3

9,
87
6

4,
56
7

2,
38
4

2,
92
5
児
童
に
放
課
後
の
安
全
・
安
心
な
活
動
場
所
を
提
供
し
、
様
々
な
学
び
や
体
験
活
動
を
通
し
て
生
き
る

力
の
向
上
を
図
る
。
吉
田
小
、
豊
和
小
、
八
日
市
場
小
の
3
箇
所
で
実
施
。

13
4

3,
21
3

1,
27
5

1,
93
8
小
学
校
3
～
6
年
生
を
対
象
に
、
毎
週
土
曜
日
の
午
前
9
～
1
1
時
に
算
数
と
国
語
の
ド
リ
ル
学
習
を
支

援
。
野
田
小
、
栄
小
、
八
日
市
場
小
の
3
箇
所
で
実
施
。

13
5

46
,5
86

15
7
46
,4
29

複
式
学
級
解
消
補
助
教
員
1
人
、
学
習
支
援
補
助
教
員
2
4
人
を
配
置
。

13
6

新
学
校
施
設
長
寿
命
化
計
画
策
定
事
業

10
,0
20

10
,0
20

学
校
施
設
の
長
寿
命
化
を
図
る
た
め
の
改
修
計
画
策
定
業
務
委
託
料
。

13
7

21
,2
61

21
,2
61

小
学
校
の
統
廃
合
に
よ
り
閉
校
と
な
っ
た
通
学
区
域
児
童
の
登
下
校
の
た
め
、
ス
ク
ー
ル
バ
ス
を
運

行
。

放
課
後
子
ど
も
教
室
推
進
事
業

ス
ク
ー
ル
バ
ス
運
行
事
業

外
国
青
年
招
致
事
業

マ
ザ
ー
ズ
ホ
ー
ム
運
営
事
業

母
子
家
庭
等
対
策
総
合
支
援
事
業

市
立
保
育
所
管
理
費
等

障
害
児
保
育
補
助
事
業

保
育
所
施
設
整
備
事
業

施
設
型
給
付
事
業

生
活
保
護
扶
助
費

ふ
れ
あ
い
セ
ン
タ
ー
管
理
費

在
宅
高
齢
者
福
祉
事
業

サ
タ
デ
ー
ス
ク
ー
ル
事
業

補
助
教
員
配
置
事
業

総
合
支
所
管
理
費

老
人
保
護
措
置
費

ス
ク
ー
ル
・
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
設
置
事
業

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
運
営
事
業

介
護
保
険
特
別
会
計
繰
出
金

放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
育
成
事
業

子
ど
も
サ
ポ
ー
ト
事
業

ひ
と
り
親
家
庭
等
医
療
費
等
助
成
事
業

つ
ど
い
の
広
場
事
業

障
害
児
支
援
給
付
事
業
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※
区
分
欄
、
｢新

｣は
新
規
事
業
、
｢拡

｣は
拡
大
事
業
、
空
欄
は
継
続
事
業
を
表
す
。

(
単
位
：
千
円
）

国
県
支
出
金

地
方
債

そ
の
他

一
般
財
源

担
　
当
　
課

区 分
事
　
業
　
名

事
業
費

左
　
の
　
財
　
源
　
内
　
訳

主
　
な
　
事
　
業
　
内
　
容

学
校
教
育
課

13
8

新
19
,5
20

19
,5
20

屋
内
運
動
場
解
体
撤
去
工
事
費
及
び
設
計
業
務
委
託
料
。

13
9

新
校
務
支
援
シ
ス
テ
ム
導
入
事
業
(小

学
校
)

16
,1
48

16
,1
48

小
学
校
教
職
員
の
業
務
効
率
化
を
図
る
た
め
の
校
務
支
援
シ
ス
テ
ム
導
入
委
託
料
。

14
0

新
小
学
校
ト
イ
レ
大
規
模
改
造
事
業

6,
82
0

6,
82
0
小
学
校
ト
イ
レ
改
修
整
備
の
た
め
の
設
計
業
務
委
託
料
。

14
1

新
校
務
支
援
シ
ス
テ
ム
導
入
事
業
(中

学
校
)

4,
84
5

4,
84
5
中
学
校
教
職
員
の
業
務
効
率
化
を
図
る
た
め
の
校
務
支
援
シ
ス
テ
ム
導
入
委
託
料
。

14
2

5,
69
2

1,
80
7

3,
88
5

保
護
者
の
経
済
的
負
担
の
軽
減
を
図
る
た
め
、
保
育
料
等
を
減
免
す
る
私
立
幼
稚
園
に
対
し
て
就
園
奨

励
費
補
助
金
を
交
付
。
1
8
歳
未
満
の
子
ど
も
が
3
人
以
上
い
る
家
庭
を
対
象
に
第
3
子
以
降
の
保
育
料
等

が
無
料
と
な
る
よ
う
第
3
子
以
降
就
園
補
助
金
を
交
付
。
（
市
立
幼
稚
園
で
は
1
8
歳
未
満
の
子
ど
も
が
3

人
以
上
い
る
家
庭
を
対
象
に
第
3
子
以
降
の
保
育
料
無
料
化
を
実
施
。
）

学
校
給
食
セ
ン
タ
ー
14
3

26
9,
1
25

15
5,
47
8
11
3,
64
7
学
校
給
食
セ
ン
タ
ー
の
維
持
管
理
。
（
給
食
稼
働
日
数
１
９
２
日
）

生
涯
学
習
課

14
4

2,
58
3

2,
58
3
檀
林
コ
ン
サ
ー
ト
補
助
金
1
,
0
0
0
千
円
等
。

14
5

25
,9
15

9,
70
1

16
,2
14

椿
海
・
豊
和
地
区
の
経
営
体
育
成
基
盤
整
備
事
業
に
伴
っ
て
実
施
し
た
埋
蔵
文
化
財
発
掘
調
査
の
整
理

作
業
。

14
6

12
,0
15

1,
64
2
10
,3
73

生
涯
学
習
セ
ン
タ
ー
の
維
持
管
理
。

14
7

新
21
,6
15

21
,6
00

15
生
涯
学
習
セ
ン
タ
ー
非
構
造
部
材
耐
震
改
修
工
事
。

14
8

1,
43
1

33
1,
39
8
野
栄
福
祉
セ
ン
タ
ー
の
維
持
管
理
。

14
9

2,
30
1

19
3

2,
10
8
各
種
ス
ポ
ー
ツ
大
会
、
ス
ポ
ー
ツ
教
室
等
の
開
催
委
託
等
。

15
0

5,
10
0

5,
10
0
市
体
育
協
会
に
対
す
る
助
成
等
。

15
1

16
,6
02

2,
68
2
13
,9
20

八
日
市
場
ド
ー
ム
の
維
持
管
理
。

15
2

22
,2
62

1,
20
0
21
,0
62

ふ
れ
あ
い
ス
ポ
ー
ツ
ラ
ン
ド
（
の
さ
か
ア
リ
ー
ナ
･
さ
ざ
ん
か
広
場
）
の
維
持
管
理
。

15
3

新
73
,7
10

73
,7
00

10
八
日
市
場
ド
ー
ム
非
構
造
部
材
耐
震
改
修
工
事
。

15
4

新
11
,0
00

11
,0
00

パ
ー
ク
ゴ
ル
フ
場
測
量
調
査
、
実
施
設
計
業
務
。

公
民
館

15
5

1,
05
5

1,
05
5
市
民
の
生
涯
学
習
を
推
進
す
る
各
種
講
座
の
開
催
。

図
書
館

15
6

29
,0
02

2,
59
2
26
,4
10

八
日
市
場
図
書
館
、
の
さ
か
図
書
館
の
管
理
運
営
。
八
日
市
場
図
書
館
に
書
籍
落
下
防
止
装
置
を
設

置
。

15
7

20
,1
46

20
,1
46

八
日
市
場
図
書
館
、
の
さ
か
図
書
館
の
図
書
資
料
購
入
等
。

15
8

拡
22
6,
1
73

14
8,
80
0

77
,3
73

八
日
市
場
図
書
館
・
公
民
館
の
維
持
管
理
。
空
調
設
備
の
改
修
工
事
を
実
施
。

読
書
普
及
促
進
事
業

施
設
維
持
管
理
費

生
涯
学
習
セ
ン
タ
ー
管
理
費

ド
ー
ム
管
理
費

ア
リ
ー
ナ
管
理
費

埋
蔵
文
化
財
調
査
費

学
校
給
食
セ
ン
タ
ー
管
理
費

文
化
財
保
護
活
用
事
業

図
書
館
管
理
費

パ
ー
ク
ゴ
ル
フ
場
整
備
事
業

旧
匝
瑳
小
学
校
屋
内
運
動
場
・
プ
ー
ル
解
体
撤
去
事
業

公
民
館
講
座
開
催
事
業

福
祉
セ
ン
タ
ー
管
理
費

私
立
幼
稚
園
助
成
事
業

ス
ポ
ー
ツ
健
康
推
進
事
業

保
健
体
育
団
体
育
成
事
業

生
涯
学
習
セ
ン
タ
ー
改
修
事
業

ド
ー
ム
改
修
事
業
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Ⅳ 特別会計当初予算の概要 

 

 

 

 

 

・ 国民健康保険特別会計 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１７ページ 

・ 後期高齢者医療特別会計 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥２０ページ 

・ 介護保険特別会計 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥２２ページ 

・ 病院事業会計 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥２４ページ 
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市民課国保年金班

0479-73-0086

１　平成29年度国民健康保険特別会計当初予算の状況

２　歳入予算

（単位：千円）

款
29年度

①
28年度

②
比較

③=①-②
増減率
③/②

備　　考

１． 国民健康保険税 1,260,497 1,320,859 ▲ 60,362 ▲ 4.6% 被保険者の保険税

２． 一部負担金 2 2 0 0.0%

３． 使用料及び手数料 1 1 0 0.0%

４． 国庫支出金 1,376,175 1,403,688 ▲ 27,513 ▲ 2.0% 国が負担する額

５． 療養給付費等交付金 87,580 107,747 ▲ 20,167 ▲ 18.7% 社会保険診療報酬支払基金交付金

６． 前期高齢者交付金 1,109,443 1,014,869 94,574 9.3% 社会保険診療報酬支払基金交付金

７． 県支出金 351,266 351,595 ▲ 329 ▲ 0.1% 県が負担する額

８． 共同事業交付金 1,543,221 1,547,945 ▲ 4,724 ▲ 0.3% 保険財政共同安定化事業交付金など

９． 財産収入 204 204 0 0.0%

10．繰入金 733,410 717,471 15,939 2.2% 市が負担する額、基金取り崩し分

11．繰越金 2 2 0 0.0%

12．諸収入 9,184 8,677 507 5.8% 延滞金、返納金、負担金など

計 6,470,985 6,473,060 ▲ 2,075 ▲ 0.0%

≪主な増減要因≫

（１）国民健康保険税

　　被保険者数の減少による減少

（２）国庫支出金

　　前期高齢者交付金の増加による減少

（３）前期高齢者交付金

　　前期高齢者（65歳～74歳）の療養給付費の増加及び前々年度精算追加交付による増加

平成29年度匝瑳市国民健康保険特別会計当初予算の概要

　国民健康保険給付の財源は、公費が50％（国・県）、国保税、市の繰入金等で50％となってい
ます。
　被保険者数の減少が見込まれることにより、歳入の国民健康保険税は4.6%の減少が見込まれ
ますが、歳出の保険給付費については、1.1％の増加が見込まれます。

　平成29年度の国民健康保険特別会計の当初予算の歳入歳出総額は、対前年度当初予算比0.03％、
207万5千円減の64億7,098万5千円となりました。
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３　歳出予算

（単位：千円）

款
29年度

①
28年度

②
比較

③=①-②
増減率
③/②

備     考

１． 総務費 87,778 80,474 7,304 9.1% 総務管理費、徴税費など

２． 保険給付費 3,710,703 3,669,567 41,136 1.1% 診療費等の保険者(市)負担分

３． 後期高齢者支援金等 683,826 728,825 ▲ 44,999 ▲ 6.2% 後期高齢者医療制度への支援金

４． 前期高齢者納付金等 2,550 428 2,122 495.8% 前期高齢者の財政調整負担分

５． 老人保健拠出金 17 26 ▲ 9 ▲ 34.6%

６． 介護納付金 309,244 327,553 ▲ 18,309 ▲ 5.6% 介護2号被保険者に係る保険者(市)納付金

７． 共同事業拠出金 1,543,223 1,547,947 ▲ 4,724 ▲ 0.3% 保険財政共同安定化事業拠出金など

８． 保健事業費 55,445 53,831 1,614 3.0% 特定健診、人間ドックなど

９． 基金積立金 200 200 0 0.0%

10．公債費 1 1 0 0.0%

11．諸支出金 62,998 49,208 13,790 28.0% 還付金、償還金、直診繰出金など

12．予備費 15,000 15,000 0 0.0%

計 6,470,985 6,473,060 ▲ 2,075 ▲ 0.0%

≪主な増減要因≫

（１）保険給付費

　　療養給付費の見込み額の増加

（２）後期高齢者支援金等

　　被保険者数の減少と前々年度精算額の返還金増加による減少

（３）介護納付金

　　介護保険第２号被保険者数の減少と前々年度精算額の返還金増加による減少

４　国保加入世帯数、被保険者数（各年度12月31日現在）

（単位：世帯、人、％）

区　　分
28年度

①
27年度

②
比較

③=①-②
増減率
③/②

世帯数 6,901 7,216 ▲ 315 ▲ 4.4

世帯加入率 47.6 49.9 ▲ 2.3 ▲ 4.6

被保険者数 12,700 13,764 ▲ 1,064 ▲ 7.7

被保険者加入率 33.7 36.0 ▲ 2.3 ▲ 6.4
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５　保険給付費の状況（当初予算ベース）

（単位：千円）

区　　分
29年度

①
28年度

②
比較

③=①-②
増減率
③/②

備　　考

療養給付費 3,190,791 3,157,232 33,559 1.1% 医療機関窓口での保険者(市)負担分

療養費 39,499 40,918 ▲ 1,419 ▲ 3.5% 柔道整復、治療用装具等への給付

審査支払手数料 7,240 7,875 ▲ 635 ▲ 8.1% 国保連合会への支払手数料

高額療養費 442,760 426,326 16,434 3.9% 高額療養費の給付

移送費 200 200 0 0.0% 患者の移送に係る経費

出産育児一時金 25,213 31,516 ▲ 6,303 ▲ 20.0% 42万円／件の給付　60人

葬祭費 5,000 5,500 ▲ 500 ▲ 9.1% 5万円／人の給付　100人

計 3,710,703 3,669,567 41,136 1.1%

６　基金残高（平成29年1月31日現在の見込み）

（単位：千円）

29年度 28年度 27年度 備　　考

496,517 544,251 657,917

202,266 136,334 H29は未定

300,000 250,000 250,000 H29は予算計上額

196,517 496,517 544,251年度末の保有状況　       　①+②-③

当該年度に基金に積み立てた額　②

当該年度に基金を取り崩した額　　③

区　　分

前年度末基金保有状況　　　　  　　①
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市民課保険料班

0479-73-0086

　 （単位：千円）

29年度 28年度 比較 増減率

① ② ③＝①-② ③/②

１． 後期高齢者医療保険料 270,324 252,883 17,441 6.9% 被保険者の保険料

２． 使用料及び手数料 1 1 0 0.0% 証明手数料

３． 繰入金 141,974 138,079 3,895 2.8% 市が負担する額

４． 繰越金 1,000 500 500 100.0% 前年度繰越金

５． 諸収入 17,107 17,112 ▲ 5 ▲ 0.0% 健康診査受託料など

計 430,406 408,575 21,831 5.3%

《主な増減要因》

（１）後期高齢者医療保険料

（２）繰入金

（３）繰越金

平成29年度匝瑳市後期高齢者医療特別会計当初予算の概要

　後期高齢者医療制度の財源構成は、公費約50％（国・県・市が一定の割合で負担）、後期高齢者
支援金約40％（現役世代の負担）、後期高齢者医療保険料約10％（被保険者負担）となっていま
す。保険料については、概ね2年を通じて財政の均衡を保つことができるよう定められています。
　平成29年度後期高齢者医療特別会計当初予算は、保険料率の軽減特例の見直しに伴い保険料
額及び広域連合への納付金の増加から、前年と比較し歳入・歳出共に増加となりました。

１　平成29年度後期高齢者医療特別会計当初予算の状況

　平成29年度の後期高齢者医療特別会計の当初予算の歳入歳出総額は、対前年度当初予算比5.3％、
2,183万1千円増の4億3,040万6千円となりました。

２　歳入予算

　　保険料率の軽減特例の見直し及び被保険者数の増加

　　低所得者に対する保険基盤安定繰入金の増加

款 備　　考

　　繰越額の増加

　　（所得割軽減が５割から２割に変更）
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　 （単位：千円）

29年度 28年度 比較 増減率

① ② ③＝①-② ③/②

１． 総務費 28,150 28,921 ▲ 771 ▲ 2.7% 職員給与など

２． 後期高齢者医療広域連合納付金 384,681 362,068 22,613 6.2% 保険料負担金など

３． 保健事業費 15,975 15,986 ▲ 11 ▲ 0.1% 健康診査事業委託料

４． 諸支出金 600 600 0 0.0% 還付金など

５． 予備費 1,000 1,000 0 0.0%

計 430,406 408,575 21,831 5.3%

《主な増減要因》

　

（１）後期高齢者医療広域連合納付金

　　保険料の増加による保険料負担金及び基盤安定負担金の増加

款 備　　考

３　歳出予算
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0479-73-0033

（単位：千円）

29年度 28年度 比較 増減率

① ② ③=①-② ③/②

１． 保険料 625,346 615,202 10,144 1.6%

２． 使用料及び手数料 1 1 0 0.0%

３． 国庫支出金 799,711 783,532 16,179 2.1%

４． 支払基金交付金 879,299 855,780 23,519 2.7%

５． 県支出金 468,241 449,832 18,409 4.1%

６． 財産収入 9 37 ▲ 28 ▲ 75.7%

７． 寄附金 1 1 0 0.0%

８． 繰入金 518,957 491,505 27,452 5.6%

９． 繰越金 5,000 5,000 0 0.0%

10．諸収入 1,263 1,930 ▲ 667 ▲ 34.6%

計 3,297,828 3,202,820 95,008 3.0%

≪主な増減要因≫

（１）国庫支出金

　　介護サービス量の増加及び介護予防・生活支援サービス事業の開始による国庫負担金の増加

（２）県支出金

　　介護サービス量の増加及び介護予防・生活支援サービス事業の開始による県負担金の増加

（３）繰入金

　　介護サービス量の増加及び介護予防・生活支援サービス事業の開始による一般会計繰入金の増加

前年度からの繰越金

　介護保険給付の財源は、介護保険料が50％（第1号被保険者（65歳以上）22％、第2号被保険
者（40～64歳）28％）、公費（国・県・市が一定の基準に基づいて負担）が50％となっています。
　匝瑳市の総人口は減少していますが、65歳以上の高齢者人口は増加しており、国平均を上回
るペースで高齢化が進んでいるため、介護保険給付を始めとする高齢者福祉経費は年々増加
しています。

　平成29年度の介護保険特別会計の当初予算の歳入歳出総額は、対前年度当初予算比3.0％、9,500
万8千円増の32億9,782万8千円となりました。

国が負担する金額

第2号被保険者（40歳～64
歳）の保険料

款 備　　考

手数料

高齢者支援課介護保険班

県が負担する金額

市が負担する金額、基金の
取崩分

延滞金、返納金、負担金など

第1号被保険者（65歳以上）
の保険料

２　歳入予算

平成29年度匝瑳市介護保険特別会計当初予算の概要

１　平成29年度介護保険特別会計当初予算の状況

利子など

寄附金
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（単位：千円）

29年度 28年度 比較 増減率

① ② ③=①-② ③/②

１． 総務費 90,764 84,146 6,618 7.9%

２． 保険給付費 3,061,911 3,047,916 13,995 0.5%

３． 財政安定化基金拠出金 1 1 0 0.0%

４． 基金積立金 8 36 ▲ 28 ▲ 77.8%

５． 地域支援事業費 129,642 55,219 74,423 134.8%

６． 公債費 1 1 0 0.0%

７． 諸支出金 5,501 5,501 0 0.0%

８． 予備費 10,000 10,000 0 0.0%

計 3,297,828 3,202,820 95,008 3.0%

≪主な増減要因≫

（１）総務費

　　第７期高齢者福祉計画・介護保険事業計画策定に係る経費計上による増加

（２）保険給付費

　　施設介護サービス給付費の増加と地域密着型介護サービス給付費の減少による増加

（３）地域支援事業費

　　介護予防・生活支援サービス事業の開始による事業費の増加

（単位：人）

28年度 27年度 比較 増減率

① ② ③=①-② ③/②

第１号被保険者 1,899 1,817 82 4.5%

第２号被保険者 63 61 2 3.3%

計 1,962 1,878 84 4.5%

（単位：千円）

29年度 28年度 比較 増減率

① ② ③=①-② ③/②

居宅介護（介護予防）サービス 1,521,004 1,664,004 ▲ 143,000 ▲ 8.6%

施設介護サービス 1,170,001 1,062,001 108,000 10.2%

その他 370,906 321,911 48,995 15.2%

計 3,061,911 3,047,916 13,995 0.5%

介護給付費準備基金への積
立

財政安定化基金への拠出

国・県に対する負担金返還の
ための経費など

備　　考

匝瑳市在住の65歳以上の方

４　要介護・要支援認定者数（各年度１２月３１日現在）

匝瑳市在住で医療保険加入
の40歳以上65歳未満の方

公債の償還や利子の支払い
に要する経費

備　　考

訪問・通所・短期入所サービス等

介護保険施設サービス

ケアプランの作成、補足給付等

５　保険給付費の状況（当初予算ベース）

区　　分

要介護認定、保険料の賦課
徴収のための経費

３　歳出予算

区　　分

介護予防・生活支援サービス
事業などに要する経費

款 備  　考

介護サービスの利用に要す
る経費

予見できない歳出予算の不
足に備える費用
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病院事務局経理班

0479-72-1525

増減率

Ｃ/Ｂ

▲ 0.7

▲ 0.4

合　　計 ▲ 0.6

（１）　病院事業の状況

(収益）

増減率

構成比 構成比 Ｃ/Ｂ

41.3 45.3 ▲ 9.5

25.4 25.5 ▲ 1.2

5.6 5.0 10.9

1.4 1.3 2.4

20.2 16.7 20.4

6.1 6.2 ▲ 1.2

100.0 100.0 ▲ 0.7

(費用）

増減率 　

構成比 構成比 Ｃ/Ｂ 　

55.2 53.8 1.8 　

11.5 11.6 ▲ 1.7 　

17.7 18.6 ▲ 5.1 　

6.0 6.0 0.2

　　　　　　その他費用 2.3 2.3 0.7

5.8 6.1 ▲ 6.5

1.5 1.6 ▲ 8.2

100.0 100.0 ▲ 0.7

▲ 3,092

訪問看護ステーション費用

居宅介護支援事業所費用

130,943

34,549

　　　　　　減価償却費

居宅介護支援事業所収益

425,874

350

　　　　　　経費

▲ 9,163

21,879

平成29年度

265,336 ▲ 4,382

2,276,500

区 　分

2,292,500

140,106

37,641

訪問看護ステーション収益 127,630

31,635

115,113

　　　　　　材料費

53,124

（単位：千円，％)

　平成29年度予算は、恒常的な医師不足による厳しい経営状況の中で、地域の中核病院として
の役割を担うため、引き続き最重要課題として医師の確保に取り組んでいきます。また、平成28・
29年度の２か年間で建替整備基本構想・基本計画策定に取り組みます。

平成29年度 平成28年度 増減額

Ａ－Ｂ=Ｃ

▲ 16,000

2,892,000 ▲ 18,6002,910,600

2,292,500

増減額

30,889

（単位：千円，％)

（単位：千円，％)

▲ 2,600615,500 618,100

▲ 21,867

275

▲ 16,000

404,007

増減額

予算額　Ａ 予算額　Ｂ Ａ－Ｂ=Ｃ

平成28年度

260,954

52,774

136,936

合　　計 2,276,500 2,292,500

　病院事業収益のうち、入院収益は許可病床数110床に対し病床利用率67.8％を予定し、前年度比9.5％
減の9億3,943万5千円、外来収益は一日当りの患者数320人を予定し、前年度比1.2％減の5億7,779万2千
円を計上しました。訪問看護ステーション収益はサテライト分の収益増を見込み、前年度比10.9％増の1億
2,763万円、居宅介護支援事業所収益は前年度比2.4％増の3,163万5千円を計上しました。他会計繰入金
は、不採算地区病院補助が加わったことにより前年度比20.4％増の4億5,961万3千円となりました。

区　　分

584,575

142,048

病院事業給与費 1,255,712 1,233,833

137,211

平成29年度匝瑳市病院事業会計予算の概要

他会計繰入金

入院収益

外来収益

平成29年度

予算額　Ａ 予算額　Ｂ

１　収益的収支の状況

381,815

病院事業

2,276,500

77,798

▲ 1,653

平成28年度

予算額　Ｂ

▲ 16,000

1,038,060

746

12,517

577,792

▲ 98,625

▲ 6,783

予算額　Ａ

939,435

区　　分

140,395

介護老人保健施設事業

その他収益

459,613

合　　計

Ａ－Ｂ=Ｃ
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（２）　介護老人保健施設事業の状況

(収益）

増減率

構成比 構成比 Ｃ/Ｂ

71.7 71.4 0.0

13.4 13.4 0.0

4.3 4.8 ▲ 11.0

10.6 10.4 1.2

100.0 100.0 ▲ 0.4

(費用）

増減率

構成比 構成比 Ｃ/Ｂ

97.4 97.3 ▲ 0.3

2.6 2.7 ▲ 4.8

100.0 100.0 ▲ 0.4

その他費用 15,834 16,624 ▲ 790

（単位：千円，％)

　介護老人保健施設事業収益のうち、入所収益は一日当たり93人の入所者を予定し、前年度とほぼ同額
の4億4,114万4千円、通所収益は、一日当たり25.7人の通所者を予定し、前年度とほぼ同額の8,251万4千
円、他会計繰入金は、前年度比11.0％減の2,654万5千円となりました。

増減額
区　　分

601,476 ▲ 1,810

他会計繰入金 26,545

（単位：千円，％)

区　　分
平成29年度

615,500 ▲ 2,600

65,297

合　　計 618,100

29,827

▲ 2,600

　資本的収支は、将来の経営活動に備えて行う医療機器の購入や施設整備、企業債の元金償還などの支
出とその財源としての企業債(借入金）と企業債償還のための一般会計からの出資金などで構成されていま
す。平成29年度では、企業債等を財源として、乳房Ｘ線撮影装置や電子内視鏡システム等の購入を予定し
ます。

平成28年度

82,514

64,495 802

平成28年度平成29年度

入所収益 441,144 441,285 ▲ 141

21

その他収益

82,493

▲ 3,282

施設事業費用

２　資本的収支の状況

　介護老人保健施設事業費用は、材料費、経費の減により前年度比0.3％減の5億9,966万6千円となりまし
た。

通所収益

予算額　Ａ 予算額　Ｂ

予算額　Ａ 予算額　Ｂ

615,500

　病院事業費用のうち、給与費は手当や医師賃金の増等で前年度比1.8％増の12億5,571万2千円、材料
費は薬品費、診療材料費の減で前年度比1.7％減の2億6,095万4千円、経費は委託料、光熱水費等の減
により前年度比5.1％減の4億400万7千円を計上しました。訪問看護ステーション費用は賃金、経費等の減
により前年度比6.5％減の1億3,094万3千円、居宅介護支援事業所費用は給与費の減により前年度比
8.2％減の3,454万9千円を計上しました。

増減額

Ａ－Ｂ=Ｃ

618,100

Ａ－Ｂ=Ｃ

599,666

合　　計
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収入

増減率

Ｃ/Ｂ

▲ 32.7

16.4

▲ 19.0

増減率

Ｃ/Ｂ

▲ 33.3

31.0

▲ 20.2

（１）　病院事業

(収入）

増減率

構成比 構成比 Ｃ/Ｂ

46.1 46.1 ▲ 32.8

50.5 51.9 ▲ 34.6

3.4 2.0 17.4

100.0 100.0 ▲ 32.7

(支出）

増減率

構成比 構成比 Ｃ/Ｂ

36.7 51.6 ▲ 52.6

63.3 48.4 ▲ 12.7

100.0 100.0 ▲ 33.3

（２）　介護老人保健施設事業

(収入）

増減率

構成比 構成比 Ｃ/Ｂ

100.0 100.0 16.4

100.0 100.0 16.4

(支出）

増減率

構成比 構成比 Ｃ/Ｂ

23.0 0.9 3,256.6

77.0 99.1 1.7

100.0 100.0 31.0

合　　計

予算額　Ｂ

45,215

　平成29年度において収入が支出に対して不足する額46,441千円は、過年度分損益勘定留保資金で補
填します。

（単位：千円，％)

予算額　Ａ

企業債償還金 74,670 85,581 ▲ 10,911

合　　計

177,476 222,417

出資金 39,590

117,982

（単位：千円，％)

176,997 ▲ 59,015

▲ 44,941

52,645

▲ 30,678

（単位：千円，％)

病院事業

介護老人保健施設事業

増減額

Ａ－Ｂ=Ｃ

平成28年度

Ａ－Ｂ=Ｃ

78,390

7,430

▲ 17,600

▲ 59,015

（単位：千円，％)

（単位：千円，％)

131,035

116,498 ▲ 38,108

平成28年度 増減額

Ａ－Ｂ=Ｃ

出資金 52,645

平成29年度 平成28年度 増減額

53,700

予算額　Ｂ

43,312 91,416 ▲ 48,104

区　　分
平成29年度 平成28年度 増減額

Ａ－Ｂ=Ｃ

予算額　Ｂ

予算額　Ａ
区　　分

予算額　Ａ

建設改良費

予算額　Ｂ

区　　分

病院事業

予算額　Ｂ

支出

介護老人保健施設事業

平成29年度

区　　分
平成29年度

▲ 20,908

合　　計 78,390 116,498 ▲ 38,108

60,498

平成28年度 増減額

　

14,07459,494

176,997

45,420

161,713

予算額　Ａ

117,982

企業債 36,100

区　　分
予算額　Ａ

合　　計

Ａ－Ｂ=Ｃ

平成29年度

7,430

合　　計 52,645 45,215 7,430

平成28年度 増減額

（単位：千円，％)

45,215

予算額　Ａ 予算額　Ｂ Ａ－Ｂ=Ｃ

408

区　　分
平成29年度

合　　計 59,494 45,420 14,074

企業債償還金 45,799 45,012 787

建設改良費 13,28713,695

4002,700 2,300補助金
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＊Ｈ25からＨ27年は決算額、Ｈ28は予算現額、Ｈ29は当初予算額

(病院事業）

（介護老人保健施設事業）

　介護老人保健施設事業の企業債残高は、平成29年度末には、7億100万円に減額する見込みです。

４　企業債残高の推移

　一般会計からの繰入金は、救急医療、医師確保対策、院内保育所の運営費、企業債の元利償還金に要
する経費などに充てるための収入です。平成29年度の繰入額は、新改革プラン補助、建設改良出資金の
減により前年度に対して1,600万円減の5億7,400万円となりました。

　病院事業の企業債残高は、平成29年度末には、1億4,000万円に減額する見込みです。

３　繰入金の推移
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一般会計からの繰入金の推移 

328 302 239 179 140 

0

200

400

600

800

1000

1200

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 

百万円 

年度 

880 836 792 747 701 

0
200
400
600
800

1000
1200

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 

百万円 

年度 

- 27 -


